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【用語集】 

※ 用語 用語の意味 

１ 三重県社会的養

育推進計画（前期

計画） 

令和２（２０２０）年３月に策定された社会的養育を推進するため

の計画（令和２（２０２０）年度から令和11（２０２９）年度までの10

年間）のうち、前半（令和 2（２０２０）年度から令和 6（２０２４）年

度まで）の５年間の計画のこと。今回策定した計画は、国の策定

要領に基づき、後半（令和 7（２０２５）年度から令和 11（２０２９）

年度まで）の計画を新しい計画として見直している。 

２ 子どもを虐待か

ら守る条例 

県民全体で子どもを虐待から守り、次代の社会を担う子どもの

心身の健全な発達に寄与することを目的として、平成１６（２００

４）年3月に制定された三重県条例 

３ 児童相談センター 三重県内の児童相談所の業務及び連携をバックアップし、その機

能や専門性を高めるために、平成１７（２００５）年度より設置され

た機関。令和６（２０２４）年度の組織改編により廃止された。 

４ 三重県子ども条

例 

子どもが健やかに育つことのできる地域社会の実現をめざして

平成 23（２０１１）年４月に施行された三重県条例。大切にしたい

考え方（基本理念）として、子どもを権利の主体として尊重するこ

と、子どもの最善の利益を尊重すること、及び子どもの力を信頼

することを示している。 

５ リスクアセスメン

トツール 

迅速な虐待通告に対する初期の危険度の判定や、ケース進行中

の対応・支援方針の決定のためのチェックリスト 

６ 三重県家庭的養

護推進計画 

原則として家庭養護（里親、ファミリーホーム）を優先し、施設養

護もできる限り家庭的な養育環境の形態に変えていく等の方針

に基づいて、平成２７（２０１５）年３月に策定した県の計画 

７ 児童虐待対応支

援システム 

児童虐待の再発率の減少や業務効率改善等のため、人工知能

（AI）や ICT機能を備えたシステム 

８ 子どもの権利擁

護コーディネータ

ー 

アドボカシー事業の推進や子どもの権利擁護の取組の環境整備

などを進めるため、事業実施の調整や、子どもから意見表明が

あった場合の担当児童福祉司などとの調整などを行う。 

９ アドボケイト 権利表明が困難な子どもや寝たきりの高齢者、障害者など、人

がもつ権利をさまざまな理由で行使できない状況にある人に代

わり、その権利を代弁・擁護する人のことをアドボケイト

（advocate）と呼ぶ。子どもの代弁者は子どもアドボケイトとい

う。 

１０ 児童虐待 保護者（親権者）が子どもに対して行う行為（身体的虐待（殴る、

蹴る等）、ネグレクト（養育怠慢）、心理的虐待（暴言、怒鳴る、子ど

もの目の前で喧嘩をする等）、性的虐待（性的なことをする、させ

る、見せる等）） 

１１ 社会的養護 保護者のない子どもや、保護者に監護させることが適当でない

子どもを、公的責任で社会的に養育し、保護するとともに、養育

に大きな困難を抱える家庭への支援を行うことで、「子どもの最

善の利益のために」という考え方と「社会全体で子どもを育む」

という考え方を理念とし、保護者の適切な養育を受けられない

子どもが心身ともに健康に育つ基本的な権利を保障するもので

ある。 
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１２ 一時保護 児童福祉法第３３条の規定により、児童の安全を確保し適切な保

護を図るため、もしくは児童の心身の状況、置かれている環境な

どを把握するために行われる、児童相談所の判断で子どもを一

時的に保護者から引き離す措置のこと 

１３ アドミッションケ

ア 

 児童養護施設への入所や里親への委託前に、施設見学や体験

入所を行うことで、子どもの不安を取り除いたり、生活リズムを

整えたりすることを目的とした支援をいう。 

１４ アセスメント 一般的なアセスメントの意味には、「現状を把握」、「困りごとを明

確にする」、又は「意向や希望を明確にする」がある。児童福祉分

野では、子どもの状況や問題などを把握・分析し、どのような支

援が必要なのかを明確にすること 

１５ 家庭養育優先の

原則 

児童が家庭において健やかに養育されるよう、保護者を支援し

たうえで、家庭における養育が適当でない場合、児童が「家庭に

おける養育環境と同様の養育環境」において継続的に養育され

るよう、必要な措置を講じること 

１６ 里親 保護者の病気や離婚、虐待など様々な事情により、家庭で生活

できない子どもたちを自分の家庭に迎え入れ、必要な期間、温

かい家庭的な雰囲気の中でその子どもたちを養育する制度 

１７ リービングケア 施設を退所する前の準備期間に行う支援（退所後の生活を想定

した準備や、必要に応じて一人で生活する練習など）をいう。 

１８ アフターケア 児童養護施設からの退所後、里親への委託を解除された後に、

退所者等に対して行う自立に向けた支援をいう。 

１９ 子どもの権利ノー

ト 

プライバシーの尊重や意見表明、困ったときの相談先など、施設

で生活するうえで保障されている権利についてまとめた冊子。

子どもが自分の権利について知ることができるよう、施設入所

時に子どもに手渡す。（平成20（２００８）年度に改訂） 

２０ 子どもの権利擁

護相談手紙 

措置中の生活で権利侵害等があったときに子どもが県に相談す

るための手紙 

２１ 代替養育 社会的養育は、保護者と分離している場合と分離していない場

合の両方を含むが、分離している場合に、その児童が新しく養育

を受ける環境を代替養育という。主な代替養育の場として、里

親、ファミリーホーム、乳児院、児童養護施設がある。 

２２ 措置 

（児童相談所が行

う児童福祉施設

等への入所） 

相談や通告のあった児童の最善の利益を確保するため、家庭分

離が必要と認められる際に、児童福祉法第２７条第１項第３号に

基づき、里親や児童養護施設等に入所させる措置のこと 

２３ 被措置児童等虐

待 

児童養護施設等の職員等が、入所する児童等に対して、その身体

に外傷を生じさせるおそれのある暴行やわいせつな行為、食事

を与えない、著しい心理的外傷を与える行為等を行うことをい

う。 

２４ パーマネンシー保

障 

永続的な家族関係をベースにした家庭という育ちの場の保障の

こと 

２５ ケースマネジメン

ト 

様々な支援機関におけるサービスの調整を図り、包括的かつ継

続的なサービス提供を行う援助方法 
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２６ 養子縁組 養親と養子との間に法律上の親子関係を作り出す制度のこと。

養子縁組には、①縁組後も実親子関係が存続する「普通養子縁

組」と②縁組により実親子関係が終了する「特別養子縁組」の２つ

がある。 

２７ 児童相談所 児童福祉法に定められた相談機関であり、一義的な相談窓口で

ある市町の後方支援機関として、児童についての相談のうち、専

門性を要する事例や児童虐待など難しい事例に対応する行政機

関 

２８ 里親会 里親制度に関する調査研究や里親希望者の開拓、里親及び里親

に委託されている子どもの相談指導などを行い、里親制度の普

及発展に寄与することを目指し活動する組織（全国里親会と地域

ごとにある里親会がある。） 

２９ 民間あっせん機

関 

養子縁組のあっせんに関し、児童の父母、児童の父母以外の者で

児童を現に監護するもの、また養親希望者や児童等を支援する

ため、これらの者に対し、専門的な知識及び技術に基づいて、面

会の方法により相談に応じ、必要な情報の提供、助言その他の援

助を行う機関 

３０ 要保護児童対策

地域協議会 

保護・支援の必要な児童の早期発見や適切な保護・支援を行うた

め、関係者間で情報の交換と支援の協議を行う機関 

３１ ハブ機能 IT分野では、ネットワーク上で複数のデバイスを接続するための

機器のことであり、ネットワーク内の各デバイスがデータをやり

取りするための中継点としての役割を果たす。この計画では、子

どもや子育て家庭の情報が集積し、その情報を関係機関等から

収集したり、関係機関等へ配信したりする情報共有の心臓部的

な役割を果たすことをいう。 

３２ コーディネート 関係する者や機関等の調整を図り、全体としてうまくいくように

整えることをいう。特に、児童福祉分野において、児童やその家

庭の視点に立って、必要な支援を統合的に調整することをいう。 

３３ 潜在的需要 代替養育を必要とする子どものうち、社会に明らかに表面化し

ている（顕在化している）子ども以外で、社会的に潜んでいて社

会的に明らかになっていない子どもの数のこと 

３４ 要保護児童 保護者のない児童又は保護者に監護させることが不適当である

と認められる児童 

３５ 要支援児童 保護者の養育を支援することが特に必要と認められる児童 

３６ ショートステイ 

（短期入所生活援

助事業） 

保護者の疾病等の事由により、子どもの養育が一時的に困難と

なった場合や子ども自身が一時的に保護者と離れることを希望

する場合に、一定期間、児童養護施設等において子ども（及び保

護者）を預かる事業 

３７ 養育支援訪問 養育支援が特に必要であると判断した家庭に対し、保健師・助産

師・保育士等がその居宅を訪問し、養育に関する指導、助言等を

行う。 

３８ ＰＤＣＡサイクル Plan(計画)・Do(実行)・Check(測定・評価)・Action(対策・改

善)の仮説・検証型プロセスを循環させ、マネジメントの品質を高

める仕組み 
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３９ 特定妊婦 予期しない妊娠や貧困などで子どもを育てることが難しく、出産

後の養育について、出産前において支援を行うことが特に必要

と認められる妊婦をいいます。 

４0 一時保護所 児童相談所に附置し、保護を必要とする子どもや家庭で過ごす

ことが難しい子どもを一時的に預かる場所 

４1 OJT On the Job Training （オンザジョブトレーニング）の略。職場

の上司や先輩が、部下や後輩に対して、実際の仕事を通じて指導

し、知識、技術などを身に付けさせる教育方法 

４2 こども家庭センタ

ー 

母子保健と児童福祉の両分野の一体的な運営を行うことによ

り、全ての妊産婦、子育て世帯、子どもに対し、出産前から子育て

期にかかる切れ目ない支援を行うとともに、新たに、支援を要す

る子ども・妊産婦等へのサポートプランの作成、民間団体と連携

しながら支援体制を強化するための地域資源の開拓などを担う

市町の機関をいう。 

４3 統括支援員 こども家庭センター内において、母子保健・児童福祉双方の業務

に十分な知識を有し、母子保健機能と児童福祉機能の双方のマ

ネジメントができる責任者 

４4 母子保健コーディ

ネーター 

市町の母子保健相談窓口等で妊娠期から子育て期にかけての

様々な相談対応を行う保健師や助産師の資格を持つ専門職で、

市町における母子保健サービスの中心的な役割を担う。 

４5 児童家庭支援セ

ンター 

子どもに関する家庭その他からの相談のうち、専門的な知識や

技術を必要とする相談に応じ、必要な助言を行うとともに、市町

村の求めに応じ、技術的助言その他必要な援助を行うほか、保護

者等に対する指導を行うなど地域の子どもや家庭の福祉の向上

のため活動する機関（三重県では児童養護施設に附置されてい

る。） 

４6 子育て短期支援

事業 

家庭において子どもを養育することが一時的に困難となった場

合等に、児童養護施設等において一定期間、養育・保護を行う事

業。短期入所生活援助（ショートステイ）事業のほか、平日の夜間

や休日など部分的に養育が困難となった場合の夜間養護等（ト

ワイライトステイ）事業がある。 

４7 フォスタリング機

関（事業） 

里親の普及啓発及び状況把握、里親登録前から委託後の里親研

修、子どもと里親家庭との調整、子どもの委託中の里親養育へ

の支援、里親委託措置解除後における支援に至るまで、一貫した

支援を行う機関（事業） 

４8 保護者支援プロ

グラム 

児童虐待の発生予防や虐待が発生した家庭の再発防止、家族関

係の再構築の支援のために用いられるメニューの一つ 

49 児童虐待相談対

応件数 

１年間（４月～３月）で児童相談所が受理した相談のうち、虐待と

して対応した件数 

５0 委託一時保護 必要に応じて民間の機関などに一時保護を委託すること 

５1 一時保護専用施

設 

児童養護施設等において、一時保護された児童の受入れを専門

に行うユニット（小規模な生活単位の居室）をいう。  
５2 一時保護ガイドラ

イン 

一時保護に関して指摘されている問題解決に向け、自治体や関

係者が進むべき方針を共有し、一時保護を適切に行い、実効あ

る見直しを進めることを目的として示された国の指針をいう。 
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５3 里親支援専門相

談員 

児童養護施設と乳児院に配置される職員。児童相談所の里親担

当職員やフォスタリング機関などと連携して所属施設の入所児

童の里親委託を推進する。また、里親の新規開拓や里親向け研

修、アフターケアとしての相談対応等を行う。 

５4 オールユニット化 子どもたちの家庭的養育を推進していくために、児童養護施設

等の本体施設全体を少人数のグループがユニット内で生活でき

るように整備していくこと 

５5 多機能化 児童養護施設や乳児院が本来の児童養護の入所施設の外に、一

時保護専用施設の設置運営、フォスタリング事業の実施、児童家

庭支援センターの設置運営等を行うこと 

５6 DV被害者 配偶者から身体的暴力、精神的暴力等の暴力を受けている者 

５7 三重県立子ども

心身発達医療セ

ンター 

平成２９（２０１７）年６月に新設された県の機関で、障がいや発達

に課題のある子どもの専門医療・福祉機関である三重県立草の

実リハビリテーションセンターと三重県立小児心療センターあす

なろ学園、三重県児童相談センターの難聴児支援部門が統合さ

れた。 

https://www.pref.mie.lg.jp/CHILDC/index.htm  

（子ども心身発達医療センターHP） 

５8 夫婦小舎制 職員である実夫婦とその家族が小舎に住み込み，家庭的な生活

の中で入所児童に一貫性・継続性のある支援を行うという支援

形態 

59 ふるさと納税 本来は自分の住まいがある自治体に納税する税金を、自分の故

郷や応援したい自治体など好きな自治体を選んで個人で寄付が

できる制度。税金の還付や控除が受けられる仕組みである。 

６0 企業版ふるさと

納税 

企業が自治体に寄付をすると法人税等の税負担が軽減される制

度 
 

https://www.pref.mie.lg.jp/CHILDC/index.htm



